
規制改革・民間開放推進会議

官業民営化等ＷＧ 資料

平成１６年１０月２６日

厚生労働省



１　厚生労働政策との一体性

○厚生労働政策の関係部局と

　　の緊密な連携の下、政策の
　　動きに機動的に対応

●厚生労働政策の関係部局と　

　　の連携を損ない、厚生労働　
　　行政の企画・立案に支障を　
　　来すおそれ

　　

○調査員等の関係公務員に　
　 守秘義務 　　　　　　　　　　　

　　（統計法等による罰則あり）

○調査客体が調査に安心して

　　協力

●個人の健康状態（病気）・所得
　　などの調査項目があることか
　　ら、民間企業の職員に対し、
　　調査客体からの協力が得ら　
　　れにくい

●利益を目的としているので、　
　　プライバシーの保護に欠ける
　　おそれ

○調査拒否が少なく、精度の　

　　高い調査結果が得られる

○マーケットに大きな影響を与
　　えるデータの公表前の厳格
　　管理 　　　　　　　　　　　　　　

　　　（例：毎月勤労統計調査）

●受託企業とライバル関係に　

　　ある企業等に対する調査が　
　　困難なおそれ

●一民間企業・従業員が、マー

　　ケットに影響する重要データ　
　　を公表前に知り得る状況が　
　　発生　　　　　　　

２　プライバシーの保護

３　統計調査の信頼性・正確性
　 の確保

統計調査の民間開放について
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厚生労働省が実施する統計調査の例

調査名 ２１世紀出生児縦断調査〔承認統計調査〕

少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施のた

めの基礎資料を得ることを目的とし、同一客体を長年に

調査の目的 わたって追跡調査する縦断調査であり、２１世紀の初年

度に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観

察するものである。

３名厚生労働省における調査担当職員

実地調査 41,197 千円

予算額 内容検査 298 千円

（平成１５年度調査経費） データ入力 1,974 千円

統計表作成 2,198 千円

※ 人件費含まず

調査企画 ７ 月

実地調査 ６ 月

内容検査 ５ 月

所要期間（平成１５年度） データ入力 ２ 月

チェック等 ６ 月

統計表作成 ５ 月

結果審査 5.5 月

回収率 ９１．３％ （平成１５年度）



厚生労働省において平成１７年度実施予定の新規統計調査

中高年者縦断調査(仮称)

(１) 調査目的

、 、この調査は 団塊の世代を含む全国の中高年者世代の50歳から59歳の男女について

「健康・就業・社会参加」に関して意識面・事実面の変化の経過を継続的に調査し、

行動の変化や事象間の関連性等を把握し、高齢者対策等の厚生労働行政施策の企画、

実施、評価のための基礎資料を得ることを目的とする。

(２) 調査対象

平成17年10月末現在に50歳から59歳である男女を対象とする。

(３) 調査事項

家族構成、健康状況・意識、就業状況・希望、社会参加の状況・社会活動への参加

意識、家計・経済状況、家庭・地域での役割・つながりの状況等

(４) 調査方法

あらかじめ統計調査員が配布した調査票に被調査者が自ら記入し、後日、密封方式

にて統計調査員が回収する方法により調査を実施する。

(５) 調査時期

平成17年11月に実施予定 （周期；年1回）。



調査 標本 標本 実地 内容 符号 データ ﾁｪｯｸ 統計表 結果 調査票 合計
企画 設計 抽出 調査 検査 付け 入力 等 作成 審査 の保管

 当該事務が存在する
 統計調査

35 24 24 35 34 6 34 34 35 35 35 35

 民間委託を実施して
 いる統計調査

0 0 0 7 12 4 33 3 0 0 7 34

割合（％） 0.0 0.0 0.0 17.1 35.3 66.7 97.1 8.8 0.0 0.0 20.0 97.1

（注）平成１３年度から１５年度に実施した調査分を計上

　　　大臣官房統計情報部分

統計事務の業務プロセス別民間委託の状況



統計調査に係る民間委託額の推移

年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

民間委託額 ５億6,334万円 ６億1,473万円 ５億2,684万円 ５億1,022万円

（注）厚生労働省発足以降の大臣官房統計情報部分


